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  ２ 農業経営の指標（新規就農）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 
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合的な利用に関する目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

  １ 効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標・・・１７ 

  ２ 地区別の集積促進について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 
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1 中核的経営体：認定農業者（農業経営基盤強化促進法第12条1項の規定による農業経営改善計画の認定を受けた農業者）、基本構想水準到達者、集落営農組織、認定新規就農者（農業経営基盤強化促進法第14条第4項の規定による青年等就農計画の認定を受けた者） 

 

まえがき 

（略） 

 

第１ 農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な方向 

 

１ 塩尻市農業の基本的な方向 

塩尻市は、長野県のほぼ中央に位置しており、その立地条件と高速交通網の整備を生かして３大都市圏

への生鮮農畜産物の総合供給産地としての役割を果たし、県下においては、野菜・果樹を中心に生産量の

誇れる品目を数多く有しています。 

塩尻市の農業は、水稲中心の塩尻地区・北小野地区、野菜中心の洗馬地区、果樹中心の宗賀地区、水稲・

果樹・野菜中心の広丘地区、水稲・野菜・果樹・畜産等との複合経営の片丘地区、自給的農業を主体とし

た楢川地区に大別でき、それぞれ特色ある農業が展開されており数多くの品目が生産されています。本市

は、高原野菜(レタス、白菜、キャベツ等)の産地として安定した生産を継続し、特にレタスは、県内収穫

量の約２６％のシェアを占めています（令和３年産作況調査（野菜）より）。一方、果樹においては、ぶ

どう・なし・りんごが主体であり、なかでも、ぶどう栽培は１００年以上の歴史があります。 

また、ワインのブランド化、高品質化を目的に長野県原産地呼称管理制度が導入され、原料である醸造

用ぶどうについても、品質の向上を追求しています。 

一方、市内には山間傾斜地等厳しい立地条件の中山間地域を抱えているほか、農業従事者の減少、高齢

化、また、耕作放棄地の増加等さまざまな課題が生じています。今後は、地域の合意に基づき作成される

「地域計画」の取組みを進めることで、明確化された担い手経営体（中核的経営体1）へ、農地中間管理

事業の活用などによりの農地集積・集約を進めながら、経営の効率化、稼げる農業経営を目指し、地域農

業生産を担う農業生産構造の構築を目指します。 

 

２ 効率的かつ安定的な農業経営についての目標及び育成・確保 

（１） 効率的かつ安定的な農業経営の目標 

（略） 

 

（２） 効率的かつ安定的な農業経営を担う人材の育成・確保 

効率的かつ安定的な農業経営体の育成のため、次の施策を展開します。 

 

ア 中核的経営体の育成 

市内の多様な自然環境や地域の資源を活用し、経営戦略を持って経営の拡大・多角化等に取組み、本件農

業を支える中核的経営体が主力となる農業構造の構築を目指します。 

そのために、地域における徹底的な話合いによる「地域計画」の策定を通じ、中核的経営体や、今後リタ

イア又は経営規模を縮小する農家、維持していく必要のある農地など、人と農地を明確に見える化し、農地

中間管理事業等を活用した農地の集積・集約化による経営の効率化を進めるほか、生産性の向上や経営の多

角化等による経営発展を一層推進します。 

さらに、農地賃借による経営規模拡大と併せて、農作業受託による実質的な作業単位の拡 

大を促進し、関係機関が一体となって、農業経営の規模拡大を支援します。 

また、生産組織については、地域におけるオペレーターの育成、農作業受委託の促進等を 

図ることにより地域及び営農類型等に応じた生産組織を育成していきます。さらに経営の効率化を図り、体

制が整ったものについては法人形態への誘導を図ります。 

 

 イ 中核的経営体を支える雇用人材の安定確保 

 （略） 

 

まえがき 

（略） 

 

第１ 農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な方向 

 

１ 塩尻市農業の基本的な方向 

塩尻市は、長野県のほぼ中央に位置しており、その立地条件と高速交通網の整備を生かして３大都市圏

への生鮮農畜産物の総合供給産地としての役割を果たし、県下においては、野菜・果樹を中心に生産量の

誇れる品目を数多く有しています。 

塩尻市の農業は、水稲中心の塩尻地区・北小野地区、野菜中心の洗馬地区、果樹中心の宗賀地区、水稲・

果樹・野菜中心の広丘地区、水稲・野菜・果樹・畜産等との複合経営の片丘地区、自給的農業を主体とし

た楢川地区に大別でき、それぞれ特色ある農業が展開されており数多くの品目が生産されています。本市

は、高原野菜(レタス、白菜、キャベツ等)の産地として安定した生産を継続し、特にレタスは、県内収穫

量の約１０％のシェアを占めています（平成29年産作況調査（野菜）より）。一方、果樹においては、ぶ

どう・なし・りんごが主体であり、なかでも、ぶどう栽培は１００年以上の歴史があります。 

また、ワインのブランド化、高品質化を目的に長野県原産地呼称管理制度が導入され、原料である醸造

用ぶどうについても、品質の向上を追求しています。 

一方、市内には山間傾斜地等厳しい立地条件の中山間地域を抱えているほか、農業従事者の減少、高齢

化、また、耕作放棄地の増加等さまざまな課題が生じています。今後は、地域の合意に基づき作成される

実質化された「人・農地プラン」の取組みを進めることで、明確化された担い手経営体（中核的経営体2）

へ、農地中間管理事業の活用などによりの農地集積・集約を進めながら、経営の効率化、稼げる農業経営

を目指し、地域農業生産を担う農業生産構造の構築を目指します。 

 

２ 効率的かつ安定的な農業経営についての目標及び育成・確保 

（１）効率的かつ安定的な農業経営の目標 

（略） 

 

（２）効率的かつ安定的な農業経営を担う人材の育成・確保 

効率的かつ安定的な農業経営体の育成のため、次の施策を展開します。 

 

ア 中核的経営体の育成 

市内の多様な自然環境や地域の資源を活用し、経営戦略を持って経営の拡大・多角化等に取組み、本件農

業を支える中核的経営体が主力となる農業構造の構築を目指します。 

そのために、地域における徹底的な話合いによる実質化された「人・農地プラン」の策定を通じ、中核的

経営体や、今後リタイア又は経営規模を縮小する農家、維持していく必要のある農地など、人と農地を明確

に見える化し、農地中間管理事業等を活用した農地の集積・集約化による経営の効率化を進めるほか、生産

性の向上や経営の多角化等による経営発展を一層推進します。 

さらに、農地賃借による経営規模拡大と併せて、農作業受託による実質的な作業単位の拡 

大を促進し、関係機関が一体となって、農業経営の規模拡大を支援します。 

また、生産組織については、地域におけるオペレーターの育成、農作業受委託の促進等を 

図ることにより地域及び営農類型等に応じた生産組織を育成していきます。さらに経営の効率化を図り、体

制が整ったものについては法人形態への誘導を図ります。 

 

 イ 中核的経営体を支える雇用人材の安定確保 

（略） 
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３ 新たに農業経営を営もうとする青年等の目標及び確保 

（略） 

 

４ 部門別誘導方向と地域農業のあり方  

（略） 

 

 

第２ 効率的かつ安定的な農業経営の基本的指標 

 

１ 生産方式、経営管理の方法及び農業従事の態様等 

（略） 

 

２ 農業経営の指標 

（略） 

 

 

第２の２ 新たに農業経営を営もうとする青年等が目標とすべき農業経営の基本的指標 

 

１ 生産方式、経営管理の方法及び農業従事の態様等 

（略） 

 

２ 農業経営の指標 （新規就農計画） 
（略） 

 

 

第３ 農業を担う者の確保及び育成を図るための体制の整備その他支援の実施に関する事項 

 

１ 農業を担う者の確保及び育成の考え方 

塩尻市は、効率的かつ安定的な経営を育成するために、生産方式の高度化や経営管理の複雑化に対応し

た高い技術を有した人材の確保・育成に取り組みます。このため、認定農業者制度、認定新規就農者制度

及びそれらの認定を受けた者に対する各種支援制度を活用するとともに、松本農業農村支援センター・農

業協同組合等と連携して研修・指導や相談対応等に取り組みます。 

また、新たに農業経営を営もうとする青年等の就農を促進するため、これらの青年等に対する就農情報

の提供、生活や農地・農業機械の取得などの受入体制の整備、青年等就農計画の認定・フォローアップ、

認定新規就農者向けの支援策の積極的な活用の推進、認定農業者への移行に向けた経営発展のための支援

等を行います。 

 

２ 就農等希望者の受入から定着までのサポート及び体制の考え方 

新たに農業経営を営もうとする青年等や農業を担う多様な人材の確保に向けて、関係機関と連携して、

就農等希望者に対する情報提供、住居の紹介や移住相談対応等の生活の立ち上げ支援、必要となる農業用

機械や農用地等の取得のサポートを行うとともに、就農後の定着に向けて、販路開拓や営農面から生活面

までの様々な相談に対応するため、必要となるサポートを一貫して行います。 

 

３ 関係機関の連携・役割分担 

（１）塩尻市 

松本農業農村支援センター、農業委員会、農業協同組合等と連携し、青年等の円滑な就農の促進及び

就農後のきめ細かな支援策等を行います。 

３ 新たに農業経営を営もうとする青年等の目標及び確保 

（略） 

 

４ 部門別誘導方向と地域農業のあり方  

（略） 

 

 

第２ 効率的かつ安定的な農業経営の基本的指標 

 

１ 生産方式、経営管理の方法及び農業従事の態様等 

（略） 

 

２ 農業経営の指標 

（略） 

 

 

第２の２ 新たに農業経営を営もうとする青年等が目標とすべき農業経営の基本的指標 

 

１ 生産方式、経営管理の方法及び農業従事の態様等 

（略） 

 

２ 農業経営の指標 （新規就農計画） 
（略） 

 

 

（新） 
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（２）松本農業農村支援センター 

相談及び就農計画の作成指導、技術・経営等の指導及び情報提供並びに青年等の自主的な組織活動に

対する支援等を行います。 

 

（３）農業委員会 

  新規参入希望者に対する相談、農用地等の情報提供、現地調査、斡旋等を行うとともに、認定新規就

農者制度に該当する者については、その制度の紹介等を行います。 

 

（４）農業協同組合 

   生産流通等の総合的な機能を発揮し、青年農業者等の営農に係る総合的な支援を行うとともに、農業

制度資金の貸付窓口の役割を果たします。 

   また、子会社における研修の受入等を行い、青年農業者等の就農をサポートします。 

 

 （５）公益財団法人長野県農業開発公社 

   新規就農者への農用地の利用集積を進めるとともに、就農初期段階における経費負担の軽減等を図る

ための支援を行います。 

 

４ 就農等希望者のマッチング及び農業を担う者の確保・育成のための取組み 

塩尻市は、農業協同組合等と連携して、区域内における作付け品目毎の就農受入体制、研修内容、就農

後の農業経営・収入・生活のイメージ等、就農等希望者が必要とする情報を収集・整理し、松本農業農村

支援センターへ情報提供します。 

農業を担う者の確保のため、農業協同組合等の関係機関と連携して、経営の移譲を希望する農業者の情

報を積極的に把握するよう努め、区域内において後継者がいない場合は、松本農業農村支援センター等の

関係機関へ情報提供します。さらに、新たに農業経営を開始しようとする者が円滑に移譲を受けられるよ

う松本農業農村支援センター、農地中間管理機構、農業委員会等の関係機関と連携して、円滑な継承に向

けて必要なサポートを行います。 

 

 

第４ 効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標その他農用地の効

率的かつ総合的な利用に関する目標 

 

１ 効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標 

（略） 

 

２ 地区別の集積促進について 

（１）塩尻地区 

本地域では、高齢化及び後継者不足が課題となっていますが、比較的まとまった農用地があり、大規

模水稲農家も存在するため、これら農家に対する優良農地の面的集積を支援します。 

 

 （２）片丘地区 

比較的まとまった農用地があり、葉洋菜を中心に小物野菜等が生産されています。すでに地域の担い

手農家による土地の集約が進んでいるため、集約化をさらに促進します。また、野菜の団地化を進め、

本市における野菜生産の産地化を図ります。 

 

 （３）広丘地区 

比較的まとまった水田が広がる地域（一部樹園地もあり）ですが、高齢化及び後継者不足が進み、か

つ、市街化区域と接しているため、スプロール化が深刻な地域でもあります。 

地域計画の取組みにより、農地の現状把握を行いながら、今後は新規就農者と農地のマッチングを進

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標 

 

 

１ 効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に関する目標 

（略） 

 

２ 地区別の集積促進について 

（１）塩尻地区 

本地域では、高齢化及び後継者不足が課題となっていますが、比較的まとまった農用地があり、大規

模水稲農家も存在するため、これら農家に対する優良農地の面的集積を支援します。 

 

 （２）片丘地区 

比較的まとまった農用地があり、葉洋菜を中心に小物野菜等が生産されています。すでに地域の担い

手農家による土地の集約が進んでいるため、集約化をさらに促進します。また、野菜の団地化を進め、

本市における野菜生産の産地化を図ります。 

 

 （３）広丘地区 

比較的まとまった水田が広がる地域（一部樹園地もあり）ですが、高齢化及び後継者不足が進み、か

つ、市街化区域と接しているため、スプロール化が深刻な地域でもあります。 

人・農地プランにおいて、農地の現状把握を行っており、今後は新規就農者と農地のマッチングを進
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めていきます。また、農地所有適格法人が存在することから、それら担い手に優良農地の集約化を進め、

また、減反政策の影響による自己保全の遊休農地が発生していることから、これら農地の有効活用（果

樹の団地化）などを進めていきます。 

 

 （４）洗馬地区 

比較的まとまった農用地があり、葉洋菜が中心に栽培されています。岩垂原の東南部及び上小曽部に

おいては、専業農家も多く、やる気のある後継者も存在しています。 

これらの地域では、やる気のある農家に対する農地の集約化を積極的に進めるとともに、効率化・安

定化に向けた支援を積極的に行っていきます。 

岩垂原北西部及び芦ノ田においては、高齢化及び後継者不足が目立つ一方、優良農地も多いことから、

定年帰農の促進、高付加価値農作物への転換などを促し、併せ流動化施策も実施していきます。 

 

 （５）宗賀地区 

本地域のうち、桔梗ヶ原は果樹の一大産地であり平坦で利便性が高く、畑地における灌漑施設が整備

されており、比較的安定生産が可能です。 

手作業が多い果樹栽培には労力支援を行い、産地の維持に繋げていきます。 

 

 （６）北小野地区 

本地域では、高齢化や後継者不足が深刻ですが、水田と畑共に農地所有適格法人への優良農地の集約

化が進んでいます。今後も地域計画に即し、継続的に農地所有適格法人への農地集約化と作業受託の支

援に努めるとともに、農地中間管理事業を活用し、個人への農地集積も進めていきます。 

 

 （７）楢川地区 

本地域は、山林に囲まれ条件が悪い小面積の未整備農地が大半で、農産物の出荷はほとんど無く家庭

菜園的な農地利用を行っています。 

これからも、有害鳥獣対策を進めながら農地の保全に努めていきます。 

 

３ その他農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標について 

地域計画の実現に向けて、効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の集約化を進めるた

め、担い手間の調整や圃場整備等を行い、農地中間管理機構を軸としながら、松本農業農村支援センター、

農業委員会等と一体となって農用地の利用調整に取り組み、分散錯圃の状況を解消し、担い手の農用地の

連坦化や団地面積の増加を図ります。 

 

 

第５ 農業経営基盤強化促進事業の実施に関する基本的な事項 

 

１ 農業経営基盤強化促進事業の推進方針 

塩尻市は、長野県が策定した「農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な方針」の第４「効率的かつ

安定的な農業経営を育成するために必要な事項」の１「農業経営基盤強化促進事業の推進方針」に定めら

れた方向に即しつつ、地域計画の実行を通して塩尻市農業の地域特性、即ち、複合経営を中心とした多様

な農業生産の展開や兼業化の著しい進行などの特徴を十分踏まえて、以下の方針に沿って農業経営基盤の

強化を促進する事業に積極的に取り組みます。 

塩尻市は、農業経営基盤の強化を促進する事業として、次に掲げる事業を行います。 

（１）農地中間管理事業 

（２）利用権設定等促進事業 

【削除】（３）農地利用集積円滑化事業 

（３）農用地利用改善事業 

 

 

めていきます。また、農地所有適格法人が存在することから、それら担い手に優良農地の集約化を進め、

また、減反政策の影響による自己保全の遊休農地が発生していることから、これら農地の有効活用（果

樹の団地化）などを進めていきます。 

 

 （４）洗馬地区 

比較的まとまった農用地があり、葉洋菜が中心に栽培されています。岩垂原の東南部及び上小曽部に

おいては、専業農家も多く、やる気のある後継者も存在しています。 

これらの地域では、やる気のある農家に対する農地の集約化を積極的に進めるとともに、効率化・安

定化に向けた支援を積極的に行っていきます。 

岩垂原北西部及び芦ノ田においては、高齢化及び後継者不足が目立つ一方、優良農地も多いことから、

定年帰農の促進、高付加価値農作物への転換などを促し、併せ流動化施策も実施していきます。 

 

 （５）宗賀地区 

本地域のうち、桔梗ヶ原は果樹の一大産地であり平坦で利便性が高く、畑地における灌漑施設が整備

されており、比較的安定生産が可能です。 

手作業が多い果樹栽培には労力支援を行い、産地の維持に繋げていきます。 

 

 （６）北小野地区 

本地域では、高齢化や後継者不足が深刻ですが、水田と畑共に農地所有適格法人への優良農地の集約

化が進んでいます。今後も人・農地プランに即し、継続的に農地所有適格法人への農地集約化と作業受

託の支援に努めるとともに、農地中間管理事業を活用し、個人への農地集積も進めていきます。 

 

 （７）楢川地区 

本地域は、山林に囲まれ条件が悪い小面積の未整備農地が大半で、農産物の出荷はほとんど無く家庭

菜園的な農地利用を行っています。 

これからも、有害鳥獣対策を進めながら農地の保全に努めていきます。 

 

（新） 

 

 

 

 

 

 

第４ 効率的かつ安定的な農業経営を育成するために必要な事項 

 

１ 農業経営基盤強化促進事業の推進方針 

塩尻市は、長野県が策定した「農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な方針」の第４「効率的かつ

安定的な農業経営を育成するために必要な事項」の１「農業経営基盤強化促進事業の推進方針」に定めら

れた方向に即しつつ、人・農地プランの実践を通して塩尻市農業の地域特性、即ち、複合経営を中心とし

た多様な農業生産の展開や兼業化の著しい進行などの特徴を十分踏まえて、以下の方針に沿って農業経営

基盤の強化を促進する事業に積極的に取り組みます。 

塩尻市は、農業経営基盤の強化を促進する事業として、次に掲げる事業を行います。 

（１）農地中間管理事業 

（２）利用権設定等促進事業 

（３）農地利用集積円滑化事業 

（４）農用地利用改善事業 
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実施に当たっては、これらの措置が中核的経営体の育成に効果的に結びつくよう、農業経営改善計画認

定制度・青年等就農計画認定制度の一層の普及・推進を図るとともに、農用地の利用集積その他の支援措

置を集中的かつ重点的に実施するものとします。 

 

（１） 農地中間管理事業 

ア 塩尻市は、農地中間管理事業を行う農地中間管理機構との連携の下に、機構を農地集積・集約化を 

進める中核的な機関として位置づけ、機構に対し情報提供、事業の協力を行い、実施の促進を図りま 

す。 

 

イ 農地中間管理事業及び機構集積協力金等関連施策の積極的な活用により、地域及び農業者が十分に 

利益享受できるよう推進を図ります。円滑な農地の利用調整を行うためには、地域計画の取組みが重

要であり、話合いを通じて地域における事業の有効な活用を促進するため、農地に関する機能・情報

を有する農業委員会、農業協同組合等と連携・協力して推進するものとします。 

 

 

（２） 利用権設定等促進事業 

  利用権設定等促進事業については、法の改正により、農地中間管理事業との統合が進められることにな

りました。ついては、円滑な統合に向け関係機関等と調整を進めるとともに、今後、適切な運用を図るも

のとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施に当たっては、これらの措置が中核的経営体の育成に効果的に結びつくよう、農業経営改善計画認

定制度・青年等就農計画認定制度の一層の普及・推進を図るとともに、農用地の利用集積その他の支援措

置を集中的かつ重点的に実施するものとします。 

 

（１） 農地中間管理事業 

ア 塩尻市は、農地中間管理事業を行う農地中間管理機構との連携の下に、機構を農地集積・集約化を 

進める中核的な機関として位置づけ、機構に対し情報提供、事業の協力を行い、実施の促進を図りま 

す。 

 

イ 農地中間管理事業及び機構集積協力金等関連施策の積極的な活用により、地域及び農業者が十分に 

利益享受できるよう推進を図ります。円滑な農地の利用調整を行うためには、人・農地プランの取組

みが重要であり、プラン作成・見直しの話合いを通じて地域における事業の有効な活用を促進するた

め、農地に関する機能・情報を有する農業委員会、農業協同組合等と連携・協力して推進するものと

します。 

 

（２） 利用権設定等促進事業 

ア 利用権設定等を受ける者の備えるべき要件 

（ア）耕作または養畜の事業を行う個人または農地所有適格法人（農地法(昭和27年法律第229 

号)第２条第３項に規定する農地所有適格法人をいう）が利用権の設定等を受けた後におい 

て備えるべき要件は、次に掲げる場合に応じてそれぞれ定めるものとします。 

   

a 農用地(開発して農用地とすることが適当な土地を含む)として利用するための利用権の設定等を 

受ける場合、次の（ａ）から（ｆ）までに掲げる要件すべて(農地所有適格法人にあっては（ａ）、 

（ｄ）、（ｅ）及び（ｆ）に掲げる要件のすべて)を備えること。 

（a）耕作または養畜の事業に供すべき農用地(開発して農用地とすることが適当な土地を開発した場 

合におけるその開発後の農用地を含む)のすべてを効率的に利用して耕作または養畜の事業を行う 

と認められること。 

（ｂ）耕作または養畜の事業に必要な農作業に常時従事すると認められること。 

（ｃ） その者が農業によって自立しようとする意欲と能力を有すると認められること。 

（ｄ）その者の農業経営に主として従事すると認められる農業従事者(農地所有適格法人にあっては、

常時従事者たる構成員をいう)がいるものとする。 

（ｅ） その者の経営耕作面積が、農地法第３条第２項第５号の面積に達していること。 

但し、新規に就農しようとする者が下限面積より少ない面積で利用権の設定等を 

行う場合には、市長の定める要件に該当すること。 

（ｆ）所有権の移転を受ける場合は、上記（ａ）から（ｅ）までに掲げる要件のほか、借入者が当該 

借入地につき所有権を取得する場合、農地の集団化を図るために必要な場合、または近い将来農 

業後継者が確保できることとなることが確実である等特別な事情がある場合を除き、農地移動適 

正化あっせん譲受け等候補者名簿に登録されている者であること。 

 

ｂ 混牧林地として利用するため利用権の設定等を受ける場合、その者が利用権の設定等を受ける土

地を効率的に利用して耕作または養畜の事業を行うことができると認められること。 

 

ｃ 農業用施設用地(開発して農業用施設用地とすることが適当な土地を含む)として利用するため利

用権の設定等を受ける場合、その土地を効率的に利用することができると認められること。 

 

（イ）農用地について所有権、地上権、永小作権、質権、賃借権、使用貸借による権利またはその他の使 

用及び収益を目的とする権利を有する者が利用権設定等促進事業の実施により利用権の認定等を行 

う場合において、当該者が前項のaの(a)及び（b）に掲げる要件(農地所有適格法人にあっては、(a) 
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に掲げる要件)のすべてを備えているときは、前項の規定にかかわらず、その者は、概ね利用権の設 

定等を行う農用地の面積の合計の範囲内で利用権の設定等を受けることができるものとします。 

 

（ウ）農業協同組合法(昭和22年法律第132号)第10条第2項に規定する事業を行う農業協同組合又は 

農業協同組合連合会が利用権の設定等を受ける場合、同法第11条の31第1項第1号に掲げる場 

合において農業協同組合又は農業協同組合連合会が利用権の設定等を受ける場合、法第4条第3項 

に規定する農地利用集積円滑化事業を行う農地利用集積円滑化団体又は独立行政法人農業者年金 

基金法（平成14年法律第127号）附則第6条第1項第2号に掲げる業務を実施する独立行政法人 

農業者年金基金が利用権の設定等を受ける場合若しくは農地中間管理機構が利用権の設定等を行 

う場合には、これらの者が当該事業又は業務の実施に関し定めるものとします。  

 

（エ）賃借権又は使用貸借による権利の設定を受ける者が法第18条第２項第6号に規定する者である場

合には、次に掲げる要件のすべてを備えるものとします。 

   ａ 耕作又は養畜の事業に供すべき農用地（開発して農用地とすることが適当な土地を開発した場合

におけるその開発後の農用地を含む。）のすべてを効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行うと

認められること。 

   ｂ 塩尻市長への確約書の提出や塩尻市長との協定の締結を行う等により、その者が地域の農業にお

ける他の農業者との適切な役割分担のもとに継続的かつ安定的に農業経営を行うと見込まれるこ

と。 

   ｃ その者が法人である場合にあっては、その法人の業務を執行する役員のうち一人以上の者がその

法人の行う耕作又は養畜の事業に常時従事すると認められること。 

 

（オ）農地所有適格法人の組合員、社員又は株主（農地法第２条第3項第2号チに掲げる者を除く。） 

が、利用権設定等促進事業の実施により、当該農地所有適格法人に利用権の設定等を行うため利用 

権の設定等を行う場合は、（ア）の規定にかかわらず利用権の設定等を受けることができるものと 

します。 

ただし、利用権を受けた土地のすべてについて当該農地所有適格法人に利用権の設定等を行い、 

かつ、これら二つの利用権の設定等が同一の農用地利用集積計画において行われる場合に限るも 

のとします。 

 

（カ）（ア）から（オ）に定める場合のほか、利用権の設定等を受ける者が利用権の設定等を受けた後に 

おいて備えるべき要件は、別紙1のとおりとします。 

 

イ 利用権の設定等の内容 

利用権設定等促進事業の実施により、設定(または移転)される利用権の存続期間(または残存期間)の

基準、借賃の算定基準及び支払い(持分の付与を含む。以下同じ)の方法、農業経営の受委託の場合の損

益の算定基準及び決算の方法その他利用権の条件並びに移転される所有権の移転の対価(現物出資に伴

い付与される持ち分を含む。以下同じ)の算定基準及び支払いの方法並びに所有権の移転の時期は、別

紙２のとおりとします。 

 

ウ 開発を伴う場合の処理 

（ア）塩尻市は、開発して農用地または農業施設用地とすることが適当な土地についての利用権の設定を 

内容とする農用地利用集積計画の作成に当たっては、その利用権の設定等を受ける者(地方公共団体 

及び農地中間管理機構を除く)から「農業経営基盤強化促進法の基本要綱の制定について」（平成24 

年５月31日付け24経営第564号農林水産省経営局長通知。以下「基本要綱」という。）様式第７号 

に定める様式による開発事業計画を提出してもらいます。 

 

 （イ）塩尻市は、（ア）の開発事業計画が提出された場合において、次に掲げる要件に適合すると認める
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ときに農用地利用集積計画の手続きを進めます。 

 

ａ 当該開発事業の実施が確実であること。 

ｂ 当該開発事業の実施に当たり農地転用を伴う場合には、農地転用の許可基準に従って許可し得る

ものであること。 

ｃ 当該開発事業の実施に当たり農用地区域内の開発行為を伴う場合には、開発行為の許可基準に従

って許可し得るものであること。 

 

エ 農用地利用集積計画の策定時期 

（ア）塩尻市は、オの申し出その他の状況から農用地の農業上の利用の集積を図るため必要があると認め 

るときは、その都度、農用地利用集積計画を定めます。 

  

（イ）塩尻市は、農用地利用集積計画の定めるところにより設定(または移転)された利用権の存続期間(ま 

たは残存期間)の満了後も農用地の農業上の利用の集積を図るため、引き続き農用地利用集積計画を 

定めるよう努めるものとします。この場合において、当該農用地利用集積計画は、現に定められてい 

る農用地利用集積計画に係る利用権の存続期間(または残存期間)の満了の日の３０日前までに当該 

利用権の存続期間(または残存期間)の満了の日に翌日を始期とする利用権の設定(または移転)内容 

として定めます。 

 

オ 要請及び申し出 

（ア）塩尻市農業委員会は、中核的経営体で利用権の設定を受けようとする者または利用権の設定等を行 

おうとする者の申し出をもとに、農用地の利用権の調整を行った結果、中核的経営体に対する利用権 

設定等の調整が整ったときは、塩尻市に農用地利用集積計画を定めるべき旨を要請することができま 

す。 

 

（イ）塩尻市の全部または一部をその地区の全部または一部とする土地改良区は、その地区内の土地改良 

法(昭和２４年法律第１９５号)第５２条第１項または第８９条の２第１項の換地計画に係る地域に 

おける農地の集団化と相まって農用地の利用の集積を図るため、利用権設定等促進事業の実施が必要 

であると認めるときは、別に定める様式により農用地利用集積計画に定めるべき旨を申し出ることが 

できます。 

 

（ウ）農用地利用改善団体及び営農指導事業においてその組合員の行う作付け地の集団化、農作業の効率 

化等の農用地の利用関係の改善に関する措置の推進に積極的に取り組んでいる農業協同組合は、別に 

定める様式により農用地利用集積計画に定めるべき旨を申し出ることができます。 

 

（エ）（イ）から（ウ）に定める申し出を行う場合において、エの（イ）の規定により定める農用地利用 

集積計画の定めるところにより利用権の存続を申し出る場合には、現に設定(または移転)されている 

利用権の存続期間(または残存期間)の満了の日の９０日前までに申し出るものとします。 

 

カ 農用地利用集積計画の作成 

（ア）塩尻市は、オの（ア）の規定による農業委員会からの要請があった場合には、その要請の内容を尊 

重して農用地利用集積計画を定めます。 

 

（イ）塩尻市は、オの（イ）から（ウ）の規定による農地中間管理機構から申し出のあった場合には、そ

の申し出の内容を勘案して農用地利用集積計画を定めるものとします。 

 

（ウ）（ア）、（イ）に定める場合のほか、利用権の設定等を行おうとする者または利用権の設定等を受け 

ようとする者の申し出があり、利用権設定等の調整が整ったときは、塩尻市は、農用地利用集積計画 
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を定めることができます。 

 

（エ）塩尻市は、農用地利用集積計画において利用権の設定等を受ける者を定めるに当たっては、利用 

権の設定等を受けようとする者(アに規定する利用権の設定等を受けるべき者の要件に該当する者 

に限る)について、その者の農業経営の状況、利用権の設定等をしようとする土地及びその者の現に 

耕作または養畜の事業に供している農用地の位置その他の利用条件等を総合的に勘案して、農用地 

の農業上の利用の集積並びに利用権の設定等を受けようとする者の農業経営の改善及び安定に貢献 

できるよう取り組みます 

 

キ 農用地利用集積計画の内容 

農用地利用集積計画においては、次に掲げる事項を定めるものとします。 

なお、（カ）のｃに掲げる事項については、アの（エ）に定める者がこれらを実行する能力があるか

について確認して定めるものとします。 

 

（ア）利用権の設定等を受ける者の氏名または名称及び住所 

 

（イ）（ア）に規定する者が利用権の設定等を受ける土地の所在、地番、地目及び面積（アの（エ）に定 

める者である場合については、賃借権又は使用貸借による権利の設定に限る。） 

 

（ウ）（ア）に規定する者に規定する土地について利用権の設定等を行う者の氏名または名称及び住所 

 

（エ）（ア）に規定する者が設定(または移転)を受ける利用権の種類、内容(土地の利用目的を含む)、始期 

(または移転の時期)、存続期間(または残存期問)、借賃及びその支払の方法(当該利用権が農業の経営 

の委託を受けることにより取得される使用及び収益を目的とする権利である場合にあっては農業の 

経営の委託者に帰属する損益の算出基準及び決算の方法)、利用権の条件その他利用権の設定(または 

移転)に係る法律関係 

 

（オ）（ア）に規定する者が移転を受ける所有権の移転の後における土地の利用目的、当該所有権の移転 

の時期、移転の対価(現物出資に伴い付与される持分を含む)及びその支払(持分の付与を含む)の方法 

その他所有権の移転に係る法律関係 

  

（カ）（ア）に規定する者がアの（エ）に該当する者である場合には、次に掲げる事項 

  ａ その者が、賃借権又は使用貸借による権利の設定を受けた後において、その農用地を適正に利用

していないと認められる場合に、賃借権又は使用貸借の解除をする旨の条件 

  ｂ その者が毎事業年度の終了後３月以内に、農業経営基盤強化促進法施行規則（昭和 55 年農林水

産省令第34号、以下「規則」という。）第16条の2各号で定めるところにより、権利の設定を受

けた農地で生産した作物やその栽培面積、生産数量など、その者が賃借権又は使用貸借による権利

の設定を受けた農用地の利用状況について塩尻市の長に報告しなければならない旨 

  ｃ その者が、賃借権又は使用貸借を解除し撤退した場合の混乱を防止するための次に掲げる事項 

  （ａ）農用地を明け渡す際の原状回復の義務を負う者 

  （ｂ）原状回復の費用の負担者 

  （ｃ）原状回復がなされないときの損害賠償の取決め 

  （ｄ）賃借期間の中途の契約終了時における違約金支払の取決め 

  （ｅ）その他撤退した場合の混乱を防止するための取決め 

 

（キ）（ア）に規定するものの農業経営の状況 

 

ク 同意 

塩尻市は、農用地利用集積計画の案を作成したときは、キの（イ）に規定する土地ごとにキの（ア）



ｓ 

 - 11 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に規定する者並びに当該土地について所有権、地上権、永小作権、質権、賃借権、使用賃借による権利

またはその他の使用及び収益を目的とする権利を有する者のすべての同意を得ることとします。 

ただし、数人の共有に係る土地について利用権（その存続期間が５年を超えないものに限る。）の設

定又は移転をする場合における当該土地について所有権を有する者の同意については、当該土地につい

て２分の１を超える共有持分を有する者の同意を得ることで足りるものとします。 

 

ケ 公告 

塩尻市は、農業委員会の決定を経て農用地利用集積計画を定めたときまたは、オの（ア）の規定によ

る農業委員会の要請の内容と一致する農用地利用集積計画を定めたときは、その旨及び、その農用地利

用集積計画の内容のうちキの（ア）から（カ）までに掲げる事項を塩尻市の掲示板への掲示により公告

します。 

 

コ 公告の効果 

塩尻市が、ケの規定する公告をしたときは、その公告に係る農用地利用集積計画の定めるところによ

って利用権が設定され(若しくは移転)または所有権が移転するものとします。 

 

サ 利用権の設定等を受けた者の責務 

利用権設定等促進事業の実施により利用権の設定等を受けた者は、その利用権の設定等に係る土地を

効率的に利用するように努めなければなりません。 

 

シ 紛争の処理 

塩尻市は、利用権設定等促進事業の実施による利用権の設定等が行われた後は、借賃または対価の支

払等利用権の設定等に係る土地の利用に伴う紛争が生じたときは、当該利用権の設定等の当事者の一方

または双方の申し出に基づき、その円満な解決に努めます。 

 

ス 農業委員会への報告 

   塩尻市は、解除条件付の賃借権又は使用貸借による権利の設定を受けた者からの農用地の利用状況の

報告（規則第16条の2）があった場合は、その写しを塩尻市農業委員会に提出するものとします。 

 

セ 農用地利用集積計画の取消し等 

 （ア）塩尻市の長は、次に掲げる事項のいずれかに該当するときは、ケの規定による公告のあった農用地

利用集積計画の定めるところにより賃借権又は使用貸借による権利の設定を受けたアの（エ）に規定

する者に対し、相当の期限を定めて、必要な措置を構ずべきことを勧告することができるものとしま

す。 

   ａ その者が、その農用地において行う耕作又は養畜の事業により、周辺の地域における農用地の農

業上の効率的かつ総合的な利用の確保に支障が生じているとき。 

     ｂ その者が、地域の農業における他の農業者との適切な役割分担のもとに継続的かつ安定的に農業

経営を行っていないと認められるとき。 

   ｃ その者が法人である場合にあっては、その法人の業務を執行する役員のいずれかがその法人の行

う耕作又は養畜の事業に常時従事していないと認めるとき。 

 

 （イ）塩尻市は、次に掲げる事項のいずれかに該当するときは、農業委員会の決定を経て、農用地利用集

積計画のうち当該各号に係る賃借権又は使用貸借による権利の設定に係る部分を取消すものとしま

す。 

    ａ ケの規定による公告があった農用地利用集積計画の定めるところにより、これらの権利の設定を

受けたアの（エ）に規定する者がその農用地を適正に利用していないと認められるにもかかわらず、

これらの権利を設定した者が賃借権又は使用貸借の解除をしないとき。 

   ｂ（ア）の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わなかったとき。 
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【削除】（３）農地利用集積円滑化事業 

 

 

 

 

（３）農用地利用改善事業 

（略） 

 

【削除】２ 青年等の就農促進の推進方策 

（内容としては第３へ移動） 

 

２ 第１８条第１項の協議の場の設置の方法、第１９条第１項に規定する地域計画の区域の基準その他第４

条第３項第１号に掲げる事業に関する事項 

協議の場の開催時期については、幅広い農業者の参画を図るため、協議の場を設置する区域ごとに、農

繫期を除いて設定することとする。参加者については、農業者、塩尻市、農業委員会、農業協同組合、農

地中間管理機構、土地改良区、松本農業農村支援センター、その他の関係者とし、協議の場において、地

域の中心となる農用地の出し手及び受け手の意向が反映されるように調整を行います。 

農業上の利用が行われる農用地等の区域については、これまで人・農地プランの実質化が行われている

区域を基に、農業振興地域内の農用地等が含まれるように設定することとし、その上で、様々な努力を払

ってもなお、農業上の利用が見込めず、農用地として維持することが困難な農用地については、活性化計

画を作成し、粗放的な利用等による農用地の保全等を図ります。 

 

【削除】３ 青年等の就農促進の推進体制等 

（内容としては第３へ移動） 

 

３ 農業協同組合が行う農作業の委託のあっせんの促進その他の委託を受けて行う農作業の実施の促進に

関する事項 

地域計画の実現に当たっては、担い手が受けきれない農用地について適切に管理し、将来的に担い手に 

引き継ぐことが重要であるため、農作業受委託の推進に向けて、農業支援サービス事業体による農作業受

託料金の情報提供の推進や、農作業受託事業を実施する生産組織の育成、地域計画の策定に向けた協議に

おける農作業受委託の活用の周知等を行うことにより、農作業の受委託を促進するための環境の整備を図

ります。 

 

 

 （ウ）塩尻市は、（イ）の規定による取消しをしたときは、農用地利用集積計画のうち（イ）のａ及びｂ

に係る賃借権又は使用貸借による権利の設定に係る部分を取消した旨及び当該農用地利用集積計画

のうち当該取消しに係る部分を塩尻市の掲示板への掲示により公告します。 

 

 （エ）塩尻市が（ウ）の規定による公告をしたときは、（イ）の規定による取消しに係る賃借権又は使用

貸借は解除されたものとみなします。 

 

 （オ）塩尻市農業委員会は、（イ）の規定による取消しがあった場合において、当該農用地の適正かつ効

率的な利用が図られないおそれがあると認めるときは、当該農用地の所有者に対し、当該農用地につ

いての利用権設定等のあっせんを働きかけるとともに、必要に応じて農地利用集積円滑化事業又は農

地中間管理事業の活用を図るものとします。塩尻市農業委員会は、所有者がこれらの事業の実施に応

じたときは、農地中間管理機構に連絡して協力を求めるとともに、連携して農用地の適正かつ効率的

な利用の確保に努めるものとします。 

 

（３）農地利用集積円滑化事業 

  農地利用集積円滑化事業については、法の改正により、農地中間管理事業との統合が進められることと 

なりました。ついては、円滑な統合に向け関係機関等と調整を進めるとともに、今後、適切な運用を図る 

ものとします。 

 

（４）農用地利用改善事業 

（略） 

 

 ２ 青年等の就農促進の推進方策 

塩尻市・農業委員会・農業協同組合・松本農業農村支援センターは、青年等の就農を促進するに当たり、

生産方式の高度化や経営管理の複雑化に対応するため基礎的技術から高い技術を有した幅広い人材の育成

に取り組みます。このため、意欲のある者が幅広くかつ円滑に農業に参入し得るように相談機能の一層の充

実、先進的な法人経営等での実践的研修、担い手としての女性の能力を十分に発揮させるための研修、親元

就農者の研修等を通じて経営を担う人材の育成を積極的に推進します。 

また、農業従事者の安定的確保を図るため、労働環境等の改善に取り組み、休日の確保、労働力補完制度

の導入や高齢者、子育て世代、農福連携等の労働力の活用システムを整備していきます。 

女性の参画の促進に関する施策については、女性の農業経営における役割を明確にし、女性が農業経営に

参画する機会を確保するための環境整備と女性による農業経営に関連する起業活動の促進等の推進を積極

的に図ります。 

 

 

 

３ 青年等の就農促進の推進体制等 

（１）塩尻市 

松本農業農村支援センター、農業委員会、農業協同組合等と連携し、青年等の円滑な就農の 

促進及び就農後のきめ細かな支援策等を行います。 

 

（２）松本農業農村支援センター 

相談及び就農計画の作成指導、技術・経営等の指導及び情報提供並びに青年等の自主的 

な組織活動に対する支援等を行います。 

 

（３）農業委員会 

 新規参入希望者に対する相談、農用地等の情報提供、現地調査、斡旋等を行うとともに、認定新規就農
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第６ その他 

この基本構想に定めるもののほか、農業経営基盤強化促進事業の実施に関し必要な事項については、別に

定めるものとする。 

 

附則 

１ この基本構想は、平成６年１０月１７日から施行する。 

附則 

２ この基本構想は、平成１３年８月１０日から施行する。 

附則 

３ この基本構想は、平成１８年８月３０日から施行する。 

附則 

４ この基本構想は、平成２２年６月７日から施行する。 

附則 

５ この基本構想は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附則 

６ この基本構想は、平成２７年４月８日から施行する。 

附則 

７ この基本構想は、令和２年５月１８日から施行する。 

附則 

８ この基本構想は、令和５年９月１５日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

者制度に該当する者については、その制度の紹介等を行います。 

 

（４）農業協同組合 

  生産流通等の総合的な機能を発揮し、青年農業者等の営農に係る総合的な支援を行うと 

ともに、農業制度資金の貸付窓口の役割を果たします。 

  また、子会社における研修の受入等を行い、青年農業者等の就農をサポートします。 

 

 （５）公益財団法人長野県農業開発公社 

  新規就農者への農用地の利用集積を進めるとともに、就農初期段階における経費負担の 

軽減等を図るための支援を行います。 

 

 

第５ その他 

この基本構想に定めるもののほか、農業経営基盤強化促進事業の実施に関し必要な事項については、別に

定めるものとする。 

 

附則 

１ この基本構想は、平成６年１０月１７日から施行する。 

附則 

２ この基本構想は、平成１３年８月１０日から施行する。 

附則 

３ この基本構想は、平成１８年８月３０日から施行する。 

附則 

４ この基本構想は、平成２２年６月７日から施行する。 

附則 

５ この基本構想は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附則 

６ この基本構想は、平成２７年４月８日から施行する。 

附則 

７ この基本構想は、令和２年５月１８日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


